時間外（超勤）勤務月60時間超の取扱いについて
2008年12月の時間外労働の割増賃金率等に関する労働基準法の改正を踏まえ、2009人事院勧告において月60時間を超える超過勤務（日曜日又はこれに相当する日の勤務を除く。）に係る超過勤務手当の支給割合を100分の150に引き上げるとともに、当該支給割合と本来の支給割合との差額分の支給に代えて正規の勤務時間においても勤務することを要しない日又は時間（代替休）を指定することができる制度を新設することとなりました。

　制度発足当時は法定休日（一般的に日曜日）に勤務を行った時間数は月60時間には含めないこととされていました。2010人事院勧告では、月60時間を超える時間外労働の割増賃金率を引き上げた企業のうち、法定休日の労働時間を積算に含めるとした事業所の従業員割合は60.1％となった調査結果を踏まえ、公務においても月60時間の超過勤務時間の積算の基礎に日曜日又はこれに相当する日の勤務時間を含めることとして、2011年４月から適用することとなりました。
○　制度の概要

特に長い超過勤務を強力に抑制するため、月60時間を超える超過勤務に係る超過勤務手当の支給割合を100分の150（深夜時間帯は100分の175）に引き上げる（給与法第16条第３項）。
超勤代休時間を指定され、当該超勤代休時間に勤務しなかったときは、超勤代休時間に代えられた超過勤務の時間について、超過勤務手当の支給割合の引上げ分の支給を要しない（給与法第16条第４項）。
○　土・日曜日の時間外勤務の取扱いについて

　・　交替制勤務職員ではない職員が土曜日・日曜日に勤務を行った場合は

　　６０時間を超えない時間数については　135/100

　　６０時間を超えた時間数については　　150/100

　　※　深夜（22時以降）については25/100を加えた割増率。

＜超過勤務手当の支給割合＞

	
	平日
	平日深夜
	土日曜
	土日曜深夜

	60時間迄
	125
	150
	135
	160

	60時間超
	150
	175
	150
	175


＜若干の解説と課題＞

土・日曜日の取扱いについては、60時間超の場合の上限は150/100となりますが、60時間以内の135/100と比較し、15/100しか引き上がっていないため、平日の25/100の引き上げと均衡が崩れる結果となっています。従って、土・日曜日における60時間超時間外手当については、平日と同様に25/100引き上げるというやり方が一番均衡すると考えられますが、人事院は労働基準法の改正に合わせることとしたため、このような制度改正を行ったものと考えられます。

　こうした取扱いによって、超勤代休時間を指定する際の換算率にも25/100だけでなく、15/100及び短時間勤務職員のみに適用する50/100が発生するという極めて事務的には困難な事態を招いています。
○　超勤代休時間について

　＜制度の概要＞

　特に長い超過勤務を命ぜられた職員に休息の機会を与えるため、１ヵ月について60時間を超える超過勤務を行った職員に対して、超過勤務手当の支給割合の引き上げに代えて、超勤代休時間を指定できることとする。

　超勤代休時間を指定された職員は、当該超勤代休時間には、特に勤務を命ぜられる場合を除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない（勤務時間法第13条の２の新設）

※　超勤代休時間を指定した場合でも、現行の超過勤務手当の支給は必要

※　超勤代休時間を指定した時間に勤務をさせた場合には、原則どおり超過勤務手当の支給割合の引き上げ分の支給が必要

○　超勤代休時間を指定できる期間
　60時間を超える超過勤務を命じた月の末日の翌日から、同日を起算日とする２ヵ月後の日までの期間
※　４月に月60時間を超える超過勤務を行った場合は、超勤代休時間を指定できる期間は５月１日から６月30日までの間
※　単位は４時間又は７時間45分
※　年次休暇とあわせて４時間又は７時間45分として取得することも可能なため、超勤代休時間の単位は45分、１時間、１時間45分、２時間、２時間45分、・・・・・６時間45分を指定する（年次休暇が時間単位の取得を基本とするため）
※　指定する時間帯は、勤務時間の一部について指定する場合は、始業の時刻又は終業の時刻まで連続する勤務時間について行う
　　ただし、各省庁の長が、業務の運営並びに職員の健康及び福祉を考慮して必要があると認める場合はこの限りではない

※　職員の意向の確認は、月60時間を超える超過勤務を行った月の末日までに行い、超勤代休時間の指定は、直後の俸給の支給定日までに指定を行う
　＜超勤代休時間への換算率一覧＞

	職員の区分
	月60時間を超えて超過勤務をさせる日
	通常の場合の支給割合
	60超の場合の支給割合
	換算率
	

	
	
	
	
	
	７時間45分まで

	一般の職員
	平日
	125/100
	150/100
	25/100
	

	
	週休日（土曜日等）
	135/100
	150/100
	15/100
	15/100

	
	休日等
	135/100
	150/100
	15/100
	

	短時間勤務職員
	平日（週休日以外）
	125/100
	150/100
	25/100
	

	
	
	100/100
	150/100
	
	50/100

	
	週休日（土曜日等）
	135/100
	150/100
	15/100
	15/100

	
	休日等
	135/100
	150/100
	15/100
	15/100


＜解説＞

短時間勤務職員の平日の７時間45分までの取扱いは、仮に週25時間・１日５時間の勤務時間を割り振られている職員がいた場合、１日５時間の時間外勤務の命令が出された場合は、７時間45分までの２時間45分が100/100、残りの２時間15分が125/100の時間外勤務手当の対象となる。60時間を超えた場合、この100/100及び125/100が150/100に引き上げられるので、超勤代休時間へ換算する場合上記のような取扱いとなる。
＜課題＞
このような複雑な制度適用を避けるために、地方公務員にあっては、労働基準法はあくまでも最低限の措置であるので、①土曜日の60時間超の支給割合は25/100を加算すること、②日曜日（＝法定休日）の取扱いについては、土曜日と同様に取り扱うこととする等の制度面での見直しが必要。

【月60時間以上の超過勤務に対する割増について】
　








１月60時間を超えた時間に対し、時間外勤務手当には150/100の割増率が適用。ただし、25/100の割増額に代えて代替休を指定することが可能。代替休の場合、例えば１月76時間の時間外勤務を行った場合は、76時間分割増手当（125/100）の支給に加え、16時間×25/100＝４時間の代替休を勤務日に指定することができる。
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超過勤務時間（/月）





30時間
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